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☆交野市内に「 」し、
「 」された方を対象に、
補助金を交付します！！

更に、条件を満たすことで補助金額ＵＰ！！

・中学生以下のお子様がおられる方

・市内にご両親がおられる方

・市内事業者でリフォームされた方

・結婚新生活者に該当される方 など

おりひめちゃん
本事業は国の地域少子化対策重点推進交付金を活用しています。

【よくあるＱ＆Ａ】

Q1 妻と子が先に住民票を異動し、その後に夫が異動しますが、対象となり
ますか？

A1 申請者（住宅を取得した方）が、ご主人であれば、令和５年中にご主人の
住民票の異動が行われれば対象となります。

Q2 どのタイミングで申請すればいいのですか？
A2 申請は、必要な書類がすべて揃ってから受付が可能となりますので、住民票の異動や登記の

手続きが完了してからになります。

Q3 取得した住宅の築年数が古いため、検査済証がありません。
A3 検査済証がない場合は、大阪府が発行する「建築計画概要書」を代わりに提出ください。そ

の上で、現地確認を行い、建築基準法その他法令に基づき適正に建築された建築物であるか判
断いたします。

Q4 中古住宅購入の際に、不動産業者から「建築基準法に適合していない可能性がある」と説明
がありましたが、対象になりますか？

A4 建築基準法その他法令に基づき、適正に建築された建物でなければ対象となりません。

Q5 今住んでいる住宅を除却し、新築住宅へと建て直しを行います。建て直しの最中は、市内の
賃貸マンションに仮住まいをし、工事終了後、新築住宅に引っ越しする予定ですが、対象とな
りますか？

A5 市内に既に住宅を取得しているものと判断されますので、賃貸マンションに仮住まいをしても、
持ち家から持ち家への異動とみなし、対象外になります。

Q6 加算金額であるリフォーム工事はどのような工事でも対象となりますか？
A6 対象となる工事は、あくまでも建物本体に係る工事であり、フェンスや門を設置する外構工事

や家電等を購入し、設置する工事については、対象外となります。

Q7 郵送で申請はできますか？
A7 郵送での申請は可能です。ただし、添付書類に不備等があった場合には、受付ができない場合

もありますので、あらかじめ窓口や電話にて事前に相談を受けていただくことを推奨しています。

Q8 申請からどれくらいの期間で補助金が交付されますか？
A8 申請内容によりますが、交付までにはおおよそ２～３か月期間を要します。

《制度に関する申請・お問い合わせ》

〒576-8501 大阪府交野市私部１－１－１
交野市 都市計画部 都市まちづくり課

☎ 072-892-0121（代表）
Mail：tosi@city.katano.osaka.jp

申請受付期間は、令和５年４月１日～令和６年３月３１日です。
ただし、予算がなくなり次第受付を終了します。



【補助金交付の要件】

☆令和５年１月１日から１２月３１日までに住民票の異動をされた方
なお、市内異動の場合、持ち家から持ち家は対象外です。

☆令和４年１月１日以降に交野市内に住宅を取得（購入、譲渡、相続など）された方

次の２つの要件を満たすことで補助金の交付を受けることができます。

【金額算定Step１（ベース金額）】

上記の要件をすべて満たす方は、下記フローで補助金の交付額を確認！！

取得された住宅が築１５年未満の場合 ・・・ ５万円
（築１５年未満には新築も含みます）
取得された住宅が築１５年以上の場合 ・・・ １０万円

購入、譲渡、相続などにより取得された住宅の築年数により基本額が決定

【金額算定Step２（加算金額）】

次の各要件を満たすことで補助金が加算されます。

市外から転入された方の内
中学生以下の子どもがいる方（妊娠中含む）
市内に５年以上居住する親世帯がいる方

上記の要件で、（該当する項目数）×５万円

取得した住宅が築１５年以上の物件の方で

リフォームされる方

リフォームを交野市内の事業者で行った方

リフォーム代の２５％と５万円を比較して少ない方の額

上記の要件で、（該当する項目数）×

【金額算定Step３】

結婚新生活者に該当する方は、ベース金額＋加算金額を２倍！

結婚新生活者とは、次の要件をすべて満たす夫婦

令和５年１月１日以降に婚姻届を提出されている。
夫婦それぞれが３９歳以下である。
夫婦の年間世帯所得が５００万円以下である。

【必要書類】

☆申請者が市外に継続して１年以上居住していたことを証明できる
戸籍の附票の写し、住民票除票の写し等（市外からの転入の場合）

☆申請者が属する世帯の本市における住民票の写し（世帯全員分記載、続柄記載）等

☆建物登記簿の全部事項証明書等

☆建築基準法が定める検査済証の写し等

☆住宅の建築状況がわかる写真

☆市税等の滞納がないことを証する書類（完納証明書等）

☆住宅改修や中学生以下の子どもがいる等の加算対象となる場合は、別途必要書類を
提出いただく必要があります。詳細はお問い合わせください。

【金額算定例】

Step1 取得した住宅が築１５年以上 １０万円

Step2 加算要件のすべてに該当 ５万円×５＝２５万円

Step3 結婚新生活者に該当 （１０万円＋２５万円）×２＝70万円

☆最大の場合

☆市外に住む４０歳代の夫婦（子あり）が、新築を購入した場合

Step1 取得した住宅が築１５年未満 ５万円

Step2 「市外」と「子あり」に該当 ５万円×２＝１０万円

Step3 結婚新生活者に非該当 （５万円＋１０万円）×１＝１５万円

①事前相談
↓ 申請に必要な添付書類の確認や補助対象要件に適合するかなどの相談
②申 請
↓ 交付申請と必要な添付書類を都市まちづくり課へ提出 ※郵送可
③審 査（申請後：3週間程度）
↓ 必要に応じて現地調査の実施や、追加書類等の提出
④交付決定（申請後：4週間程度）
↓ 審査終了後、交付決定通知書の送付（請求書を同封します）
⑤請 求
↓ 請求書に必要事項を記入いただき、都市まちづくり課へ提出 ※郵送可
⑥振り込み（請求後：３〜４週間程度）

【手続きの流れ】

１年以上市外にお住まいで、今回市内に転入された方 ・・・ ５万円


